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５  条例案に対する意見の提出  

 

  地方公務員法第５条第２項の規定により県議会において意見を求められた次の条例

案について、慎重に審議し、次のとおり意見を提出した。  

提出年月日  条例の名称  制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見 

5.6.27 職員の特殊勤務

手当に関する条

例の一部を改正

する条例  

改正内容  

１ 内容 

(1) 要人警護における身辺警護等業務手

当額を引き上げるもの。  

(2) 新型コロナウイルス感染症対策に従

事した職員に対する防疫等作業手当の

特例を廃止するもの。  

２ 実施時期  

  公布の日（ただし、身辺警護等業務手当

の改正については、令和５年４月１日に遡

及適用）  

適当なも

のと考え

ます。 

 

 

5.12.6 公益的法人等へ

の職員の派遣等

に関する条例の

一部を改正する

条例 

改正内容  

１ 内容 

  派遣先団体を追加及び削除するもの。  

２ 実施時期  

令和６年４月１日  

適当なも

のと考え

ます。 

一般職の職員の

給与に関する条

例等の一部を改

正する条例  

改正内容  

１ 勧告に基づく改正  

(1) 内容 

ア  給料月額について、初任給をはじめ

若年層が在職する号給に重点を置いた

上で、全年齢層の引上げ改定を行うも

の。 

イ  医師等に対する初任給調整手当の支

給月額の限度を引き上げるもの。  

ウ  期末・勤勉手当について、令和５年

度及び令和６年度以降の支給割合を本

委員会の勧告どおり引き上げるもの。 

(2) 実施時期  

 ア 令和５年４月１日  

 イ 令和５年４月１日  

 ウ (ｱ) 令和５年度の支給割合  

令和５年 12 月１日 

      (ｲ) 令和６年度の支給割合  

      令和６年４月１日  

２ 地域手当に係る改正  

(1) 内容 

県内に在勤する市町村立学校職員につ

適当なも

のと考え

ます。 
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いては、地域手当の支給対象外とし、当

分の間、従前の支給割合（県内 1.5％）に

基づく地域手当に相当する額を給料とし

て支給するもの。 

(2) 実施時期  

   令和６年４月１日  

３ 会計年度任用職員の勤勉手当に係る改正 

(1) 内容 

   国及び他県との均衡を考慮し、令和６

年度から、会計年度任用職員に勤勉手当

を支給するよう所要の改正を行うもの。 

(2) 実施時期  

   令和６年４月１日  

４  新型インフルエンザ等緊急事態対策派

遣手当に係る改正  

(1) 内容 

   新型インフルエンザ等特別措置法等の

改正に伴い、「新型インフルエンザ等緊

急事態派遣手当」を「特定新型インフル

エンザ等対策派遣手当」に改めるもの。 

(2) 実施時期  

  公布の日  

6.2.19 職員の特殊勤務

手当に関する条

例の一部を改正

する条例  

改正内容  

１ 内容 

  令和６年４月から、コロニーにいがた白

岩の里に指定管理者制度が導入されるこ

とに伴い、関係個所を改正するもの。  

２ 実施時期  

令和６年４月１日  

適当なも

のと考え

ます。 

 


